
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

38% 71% 65%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)第1条、確
定拠出年金法(平成13年法律第88号)第1条、国民年金
法(昭和34年法律第141号)第115条、公的年金制度の健
全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の
一部を改正する法律(平成25年法律第63号)附則第5条
第1項の規定によりなおその効力を有するものとされた
同法第1条の規定による改正前の厚生年金保険法(昭
和29年法律第115号)第106条

主要政策・施策

％

24

私的年金制度の改善及び
幅広い周知等により、私的
年金の普及・拡大を図る。

実施方法

26年度

企業年金等の健全な育成に必要な経費 担当部局庁 年金局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 企業年金・個人年金課 課長　青山　桂子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

企業年金等の健全な育成を図るため、次の事業を行う。
○企業年金等の業務報告書等集計
　法令に基づき、基金又は事業主から提出される業務報告書等の集計を行う。
○企業年金制度等の調査研究
　将来の企業年金制度等のあり方等について検討を行う。
○企業年金制度等の周知
　企業年金制度等の改善事項について事業主等に周知を行う。

49 -

13

- -

- -

確定拠出年金、確定給付
企業年金及び国民年金基
金の加入者数
（平成２９年１月の個人型
確定拠出年金の対象範囲
拡大をもって成果実績を再
設定。目標値は２８年度成
果実績を踏まえ、２９年度
以降より設定予定）

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

29

--

5

昭和４０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業は、企業年金等からの報告のとりまとめや関係者との意見交換を行い、経済情勢や制度の運営状況に応じた制度改善のニーズを把握し、制度改善
や普及促進に努め、企業年金等の健全な育成を図るものである。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 万人

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

13 24 78 21 0

17 51

執行率（％） 38% 71% 65%

-

-

-

－

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

1,412

-

- -

-

-

- -

21

関係する計画、
通知等

達成度

1,354

-

-

年度 年度-

1

1

21 0

事業番号 0787

-

29年度当初予算

19

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会保障関係情報化業務
庁費

庁費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

集計中 



働き方の多様化等に対応した
企業年金制度等の構築

働き方の多様化や社会経済構造
の変化を踏まえ、企業年金制度
の改善等を図る。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

-

-

目標定性的指標

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
厚生労働省年金局調べ

-- -- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　/

-

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

-

29年度活動見込

166.7 187.7 151.3

活動実績

28年度

円／件

単位

企業年金統計情報集計件数
件

10,191,815
円

／54,312件

-

目標値 万人

27年度 28年度

単位

約151.3円／件

企業年金統計情報集計経費／企業年金統計情報集計
件数

単位当たり
コスト

-

施策の進捗状況（目標）

36,975 37,186 51,928

4,827,669円
／28,953件

27年度

7,227,143円
／47,769件

施策の進捗状況（実績）

1,412

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

企業年金等の健全な育成を図るため、次の事業を行う。
①企業年金等の業務報告書集計・・・法令に基づき、基金又は事業主から提出される業務報告書等の集計を行う。
②企業年金制度等の調査研究・・・将来の企業年金制度等の在り方について検討を行う。
③企業年金制度等の周知・・・企業年金制度等の改善事項について事業主等に周知を行う。
以上のような事業から、企業年金等の報告のとりまとめや関係者との意見交換を行い、経済情勢や制度の運営状況に応じた制度改善のニーズを把
握し、制度改善や普及・拡大に努めることで、企業年金等の健全な育成に寄与する。

- -
定量的指標

28,953 54,312 47,769

年度

26年度

26年度

実績値 万人 1,354

単位

確定拠出年金、確定給付企業年金及び国民年金基金
の加入者数

施策 高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切な整備及び運営を図ること。（政策目標Ⅸ－１－２）

政策 施策大目標１ 老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

測
定
指
標

平成29
年度

今後の企業年金制度等の在り方について社会保障審議会企業年
金部会において議論を行い、働き方の多様化等に対応した企業年
金制度等の構築に向けた必要な制度改正等の措置を講じる。

社会保障審議会企業年金部会での議論を踏まえ、中小企業への
企業年金等の普及・拡大や個人型確定拠出年金の加入可能範囲
の拡大等の措置を講じることを内容に盛り込んだ確定拠出年金法
等の一部を改正する法律案を第189回通常国会に提出し、第190回
通常国会において成立した。

目標年度

集計中 



－

事業番号 事業名所管府省名

○

-

報告書の作成、研究会の運営、制度の周知等は国が直接
行うものである。

○

評　価項　　目

法令に基づき、基金又は事業主から提出される決算書等業
務報告書等の集計を行うものである。また、費用について
は、国が負担するものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

企業年金等の業務報告書等集計、企業年金制度等の調査
研究及び企業年金制度等の周知等、使途も事業目的に限
定されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

企業年金等の業務報告書等集計に係る費用等について、引き続き単位当たりのコストが適正であるかの確認を行っていくこととする。

本事業や関連する事業が着実に実施されることにより、適切な制度運営となるよう私的年金の普及・拡大を図ることができている。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

「確定給付企業年金及び厚生年金基金における報告書デー
タ電子化等業務」、「個人型確定拠出年金の普及促進に向
けた効果的な広報に係る調査研究業務」及び「個人型確定
拠出年金の周知広報用品の印刷梱包発送に係る業務」につ
いては入札を行い、他の業務委託については、複数から見
積もりをとった上で企画競争及び最低価格の業者と随意契
約した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

企業年金等の加入者数等、各年度毎に政策目標が掲げら
れ、優先度の高い事業となっている。

単位あたりコストの削減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

－

当初見込みにほぼ見合った実績となっている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みにほぼ見合った実績となっている。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

所要額を適正に予算計上したが、競争入札により契約額が
予算額に比べて低かったことなどによるものであり、効率的
な事業運営がなされた結果であると認められ、妥当である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

－

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

523

807

787

523

810

476

821平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

厚生労働省 

７．７百万円 

【企業年金統計情報の集計】 

Ａ.（株）日本経営データセンター 

６．５百万円 

【確定給付企業年金及び厚生年金基金における報告書データ電子化等業務】 

【一般競争契約（最低価格】 

Ｂ.（株）日本経営データセンター 

１．２百万円 

【随意契約（少額）】 

【確定拠出年金業務報告書、資産運用業務報告書データ入力業務】 

厚生労働省 

２．９百万円 

【個人型確定拠出年金の普及促進事業】 

Ｃ.大和綜合印刷（株） 

２．４百万円 

【制度周知用チラシ・ポスター印刷業務】 

Ｄ.（株）内山回漕店０．５百万円 

【随意契約（少額）】 

【随意契約（少額）】 

【制度周知用チラシ・ポスター梱包・発送業務】 

厚生労働省 

１３．５百万円 

【私的年金等における個人番号（マイナンバー）の導入に伴う事務等の調査業務】 

Ｅ.（株）三菱UFJリサーチ&コンサルティング１３．５百万円 

【随意契約（企画競争）】 



　チェック

1.2

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.5

確定拠出年金業務報告書、資産運用業務
報告書データ入力業務

使　途

雑役務費

B.
金　額

(百万円）

6.5

費　目 使　途

計 6.5 計 1.2

雑役務費 制度周知用チラシ・ポスター印刷業務 2.4 雑役務費 制度周知用チラシ・ポスター梱包・発送業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
確定給付企業年金及び厚生年金基金にお
ける報告書データ電子化等業務

費　目

C. D.

費　目 使　途

計 2.4 計 0.5

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
私的年金等における個人番号（マイナン
バー）の導入に伴う事務等の調査業務

13.5 雑役務費
普及促進に向けた効果的な広報に係る調
査

8.6

計 13.5

費　目 使　途

雑役務費
個人型確定拠出年金の周知広報用品の印
刷梱包発送に係る業務

9.5

計

2.3

E. F. 

費　目

雑役務費
個人型確定拠出年金の周知広報用品の印
刷梱包発送に係る業務

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

8.6

金　額
(百万円）

G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

H.

計 9.5 計 2.3

【補正予算】 
 個人型確定拠出年金制度の普及促進事業とし
て周知広報の取組みを効率的且つ効果的に実施
することにより、個人型確定拠出年金制度の認知
度が向上し、より多くの国民の個人型確定拠出年
金制度への加入を促すことに資する事業について、
一般競争入札等により事業者を選定の上、事業を
実施。 

厚生労働省 

２１百万円 

【個人型確定拠出年金制度の普及促進事業】 

Ｆ.（株）大広 

８．６百万円 

【個人型確定拠出年金の普及促進に向けた効果的な広報に係る調査研究業務】 

【一般競争契約（総合評価）】 

Ｇ.（株）アイネット 

９．５百万円 

【個人型確定拠出年金の周知広報用品の印刷梱包発送に係る業務】 

Ｈ. （株）アイネット 

２．３百万円 

【個人型確定拠出年金の周知広報用品の印刷梱包に係る業務】 

【随意契約（少額）】 

【一般競争契約（最低価格）】 



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

（株）アイネット 5010001067883
個人型確定拠出年金の周
知広報用品の印刷梱包発
送に係る業務

2.3
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三菱UFJリサー
チ&コンサルティング

3010401011971
私的年金等における個人
番号（マイナンバー）の導入
に伴う事務等の調査業務

13.5
随意契約

（企画競争）

（株）内山回漕店 7010001011328
制度周知用チラシ・ポス
ター梱包・発送業務

0.5
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）日本経営データ
センター

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

2 81％

法　人　番　号

6011001017522 6.5

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

確定給付企業年金及び厚
生年金基金における報告
書データ電子化等業務

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）日本経営データ
センター

6011001017522
確定拠出年金業務報告
書、資産運用業務報告書
データ入力業務

1.2
随意契約
（少額）

1 大和綜合印刷（株） 6010001021699
制度周知用チラシ・ポス
ター印刷業務

2.4
随意契約
（少額）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）大広 3120001056530
普及促進に向けた効果的
な広報に係る調査

8.6
一般競争契約
（総合評価）

2 96.3％

1 （株）アイネット 5010001067883
個人型確定拠出年金の周
知広報用品の印刷梱包発
送に係る業務

9.5
一般競争契約
（最低価格）

6 54％

1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



別紙様式２

局 課 担当者 内線

厚生労働省所管　（一般会計） （単位：円）

予備費使用額 移流用増加額

080

（項）

<>

95016-2123-09 () 【不用理由】

（目） 63,115,917 34,113,392

【内訳】 変動上限額

当 初 予 算 額 14,400,917   （参考値）

前年度繰越額

補 正 増 減 額 48,715,000 ※公債対象経費のみ

予備費使用額

流用等増減額

（単位：円）

契約価格による影響額

平成２８年度不用見込額調書（第３次）

年金企業年金国民年金基金 蟹谷　陽太郎 (3323)

不　　　　　用　　　　　等　　　　　内　　　　　容

企業年金等健全育成費

社会保障関係情報化業務
庁費

（１）企業年金統計情報集計システム関係経費について、下記の理由により、本年度
の開発を中止することとなったため。
<理由>28年度概算要求の時点では、29年1月の改正DC法施行に伴い、DB様式の修
正が生じることを想定していたが、法案審議の結果、ＤBの様式に影響がなかったた
め、システム開発が不要となったもの。

（２）28年度補正予算において、個人型確定拠出年金の加入範囲拡大に伴う周知広
報経費として、チラシ・ポスター・リーフレット等の印刷発送経費を計上していたが、入
札の結果、契約価格が予定価格を大幅に下回ったため。

区分 計画額 実績額 不用額

項　　・　　目 歳出予算現額
左　　　の　　　う　　　ち

翌年度繰越額 不用見込額

（目）社会保障関係情報化業務庁費 63,115,917 29,002,525 34,113,392

企業年金統計システム開発経費（28当初) 3,101,000 0 3,101,000

企業年金統計情報集計経費（28当初） 8,330,000 7,728,386 601,614

賃金（28当初） 3,917 3,917 0

個人型ＤＣ周知広報経費（28当初) 2,966,000 2,939,274 26,726

個人型ＤＣ周知広報経費（28補正) 48,715,000 18,330,948 30,384,052

31,012,392円

- 1 -


